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 （図表１）定期預金残高の推移         （図表２）定期預金口数の推移 
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 （備考）本稿では他業態との合併等は考慮していない。 

１．定期預金の推移 
 (1) 残高の推移 
 平成 27 年度末の定期預金残高は、前期比
1.1％、8,647 億円増加の 79 兆 789 億円となっ
た（図表１）。信用金庫の定期預金残高は順調
な増加を続けており、17 年度末と比較すると、
22.6％、14 兆 6,217 億円増に達する。 
 預金残高に占める定期預金残高の割合（定期
預金比率）は 58.6％となるが、20 年度末以降
は緩やかな低下傾向にある。 
 (2) 口数の推移 
 27 年度末の定期預金口数は、前期比 1.8％、
106 万口減少の 5,774 万口となった（図表２）。

17 年度末の口数と比較すると、16.3％減であっ
た。この 10 年間で残高が２割強増加する一方
で口数は２割弱減少しており、１口当たり定期
預金額の大口化が進んでいると想像される。 
 
２．地区別の状況 
 27 年度末の地区別の定期預金残高は、６地区
で前期比増加し、５地区で前期を下回った（図
表３）。増加した地区では、東海（前期比 3.5％、
5,797 億円増）と近畿（1.9％、3,356 億円増）
の２地区で全体の増加を牽引している。 
 定期預金比率は、四国が 72.0％に達し、北陸
（63.7％）、近畿（63.0％）が続く。 
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ポイント 

 信用金庫の平成 27 年度末の定期預金残高は、前期比 1.1％増加の 79 兆 789 億円となった。預金
残高に占める定期預金の割合（定期預金比率）は、58.6％と緩やかな低下傾向にある。 

 地区別の定期預金残高は、６地区で前期比増加し、５地区で前期を下回った。17 年度末と比較す
ると、全 11 地区で残高が増加している。 

 17 年度末から 27 年度末の都道府県別の定期預金増減状況をみると、残高・口数ともに増加が２
県にとどまる。一方、残高・口数ともに減少は４県あった。 

 27 年度末の信用金庫別の定期預金残高の増減状況は、増加が 137 金庫、減少は 128 金庫となり増
加金庫が減少金庫を上回る。 

 信用金庫別の定期預金比率は、①45％未満が 10金庫、②45％以上 55％未満が 58金庫、③55％以
上 65％未満が 131 金庫、④65％以上 75％未満が 60 金庫、⑤75％以上は６金庫あった。 

 

  ※本稿は、日本銀行「預金者別預金調査表」より作成している。 

 

（図表４）都道府県別郵便貯金減少額と 
 信用金庫個人預金増加額 
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（備考）１．日本銀行『預金現金貸出金調査表』お

よび日本郵政公社ＨＰより作成 
    ２．両業態とも、2000 年度末から 2004 年
度末までの総増減額 
    ３．旧船橋信金および旧杵築信金の合併を

調整して算出 
    ４．推計式は以下のとおり。 
 信用金庫個人預金増加額＝－440.30＋0.250×郵

便貯金減少額 
             （-1.043）（6.147） 
 ＜決定係数=0.444、( )内はｔ値、推計期間

2000-2004 年度末＞ 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

 17 年度末と比較すると、中国を除く 10 地区
で残高が２桁の増加を示す。伸び率の高い順に
東海（38.9％増）、四国（33.1％増）、近畿（29.6％
増）となった。 
 
３．都道府県別の状況 
 27 年度末の都道府県別の定期預金増減状況
は、25 道府県で前期比増加、22 都県で前期比
減少となった。前期比５％以上残高が増加した
のは２県、５％超残高が減少したのは１県あっ
た。また、27年度末の定期預金比率は、70％以
上が３県、50％未満は２県あった。 
 17 年度末から 27 年度末の都道府県別の定期
預金残高と口数の関係をみると、２県で残高・
口数とも増加した（図表４）。一方、残高・口
数ともに減少したのは４県あり、他の 41 都道
府県は残高増加・口数減少となった。 
 
４．信用金庫別の状況 
 (1) 27 年度中の増減 
 27 年度末の信用金庫別の定期預金残高は、前
期比増加が 137 金庫（構成比 51.6％）、前期比

減少は 128 金庫（48.3％）となり、増加金庫が
減少金庫を上回った。増加した 137 金庫のうち
年間で 10％以上の残高増加は５金庫あった（東
海２金庫、近畿３金庫）。 
 (2) 定期預金比率 
 27 年度末の信用金庫別の定期預金比率は、 
①45％未満が 10 金庫（構成比 3.7％）、②45％
以上 55％未満が 58 金庫（21.8％）、③55％以上
65％未満が 131 金庫（49.4％）、④65％以上 75％
未満が 60金庫（22.6％）、⑤75％以上は６金庫
（2.2％）あった（図表５）。そのうち、45％未
満の10金庫の本店所在地区は、北海道１金庫、
東北５金庫、東京１金庫、関東２金庫、中国１
金庫となる。また、75％以上の６金庫の本店所
在地区は、東海１金庫、近畿２金庫、四国３金
庫であった。 
 17 年度末の構成比と比較すると、45％未満が
0.6％（２金庫）から 3.7％（10 金庫）に上昇
する一方で、75％以上は 2.3％（７金庫）から
2.2％（６金庫）と同水準であった。 
                以 上 

  （図表３）地区別の定期預金残高 

（単位：億円、％）

地区

増減率 増減額 増減率 増減額

北海道 33,103 57.0 39,033 56.9 39,275 56.3 4.9 18.6 6,172 0.6 241

東　北 23,432 58.2 27,607 53.6 27,284 52.4 3.4 16.4 3,851 △ 1.1 △ 322

東　京 118,934 58.0 137,531 58.5 137,520 57.5 17.3 15.6 18,585 △ 0.0 △  11

関　東 119,980 57.5 138,831 56.1 138,620 55.2 17.5 15.5 18,640 △ 0.1 △ 210

北　陸 21,333 63.9 23,678 64.5 23,710 63.7 2.9 11.1 2,376 0.1 32

東　海 122,050 56.2 163,829 59.2 169,627 59.2 21.4 38.9 47,576 3.5 5,797

近　畿 134,134 62.5 170,561 63.3 173,918 63.0 21.9 29.6 39,784 1.9 3,356

中　国 30,526 59.5 32,139 55.5 31,920 54.5 4.0 4.5 1,394 △ 0.6 △ 219

四　国 14,616 73.3 19,562 73.2 19,465 72.0 2.4 33.1 4,849 △ 0.4 △  97

九州北部 11,122 58.7 12,285 56.5 12,330 55.6 1.5 10.8 1,208 0.3 45

南九州 14,539 60.3 16,121 59.8 16,248 59.3 2.0 11.7 1,708 0.7 126

合　計 644,572 59.0 782,142 59.2 790,789 58.6 100.0 22.6 146,217 1.1 8,647
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  （備考）沖縄県は合計に含む。 
 
 
（図表４）都道府県別の定期預金残高と     （図表５）信用金庫別の定期預金比率 
     先数の関係（17 年度末→27 年度末）        
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